
平成２９年度　施策評価シート

３ 施策の評価及び判断理由

【上記の判断理由】

区民意識調査でも「区の施策のうち特に力をいれてほしいと思うもの」として防災対策が１位であり、区民の期待は高い。ま
た、木造住宅密集地域が集積している等大規模災害に関する危険性が高い地域性もあり、区として防災対策の重要性は
高い。

４　今後の施策の運営方針

【今後の具体的な方針】
「公助」に対する区民の期待は高いが、「各家庭での災害への備え」や「防災関係団体人数」（施策目標）を達成することに
より自助・共助の充実を図るとともに、「公助」として資源を国、都、防災関係機関等との総合調整機能強化等「公助」でなけ
ればできない対策に振り向け、自助、共助及び公助の適正バランスを考えていく必要がある。

理由

施策目標数値はやや下回るものの、一定程度達成している。目標数値以上の成果を達成するためにも不断の
改善が必要である。

施策の戦略的方向性

(１)　優先的に資源投入を図る。

(２)　現状維持とする。

(３)　現状維持だが、より効率的な運営を図る。

H29

H28

総事業費推移（千円）

392,539

実績 6,542人

「家庭で災害時の備えができている」区民の割合（区民アンケート調査）及び住民防災組織
等を担う防災関係機関人数（住民防災組織の人数、要配慮者サポート隊員数、消防団員
数、区民消火隊員数、防災リーダー認定者数、ジュニアレスキュー隊員数、復興支援組織
会員数及び駅前滞留者協議会会員数）はそれぞれ自助及び共助の推進状況を図る上で有
効な成果指標と考える。一方、働き方改革、行財政改革等の視点から防災対策において
も、人・物・金の効率的活用が不可欠であり、時代を反映した事業の取捨選択及び事業内
容の改善を図る必要がある。 H30

　区民、住民防災組織、地域団体、企業等の多様な地域の主体が、自発的な意思
と相互の連携により、個々の事情と地域の特性をとらえた防災対策を講じ、さま
ざまな災害から身を守る防災行動力を身につけ、安全・安心なまちになっています。

１ 基本計画における成果指標の状況

62.0％ 63.0％ 64.0％ 70.0％目標

実績

65.0％ 69.0％

基本目標

政策 410 災害や犯罪から身を守る、安全・安心なまちとしくみをつくる

H32 H33 H34 H35 H36 H37H30 H31H29

指　標　名 「家庭で災害時の備えができている」区民の割合

安心して暮らせる「すみだ」をつくるⅣ

基準年(H28)

施策 412 地域で連携し、さまざまな災害に対する防災行動力を高める　

施策の目標

8,300人 8,500人

２ 目標と現状(実績)についての分析及び総事業費推移

指標の推移・施策の課題や問題点について記述

指　標　名

評価

Ｂ

評価

目標 6,700人 6,900人 7,100人 7,300人 7,500人 7,700人 7,900人 8,100人

基準年(H28) H29

66.0％ 67.0％

H32 H33 H34 H35 H36

住民防災組織等を担う防災関係団体人数

H37H30 H31

61.0％

52.2％

68.0％

○

(４)　資源投入の縮小を図る。



4
区内アマチュア無線局の協

力体制確立
33 →

72人

年度目標値

年度実績値

1 防災会議等運営事務 104 →

評価結果

評価対象年度

現状維持

平成２８年度

直近の評価内容

５　この施策に係る事務事業（重要度・貢献度順）                     

防災行政無線を用いた災害
時の迅速かつ的確な情報伝
達を行うことは、災害に対
する防災行動力の向上に資
する。

7
防災貯水槽の設置及び維

持管理、飲料水対策

施策への関連性

12本

5本

3
防災行政無線整備・運用・

維持管理事務
201,646

120件

132件

歳　出
決算額

（千円）
事務事業名番号

1回

1回

目的に対する指標

3,312ｔ

3,312ｔ

2

3,312 ↘
災害発生時、学校やプー
ル、貯水槽などの水を飲料
水用として供給するため
に、ろ過機を適正に配置
し、水質維持管理を行う。

6 防災被服等整備事務 1,694 →

通常時、非常時を含め、防
災服を着用することで、区
民から区職員であることが
容易に判別できるようにな
り、さらに毎月１日（１月
のみ１７日）の防災の日に
防災被服の着用の呼びかけ
を行う事により職員の防災
に対する意識を向上させ、
災害時の活動が円滑に行わ
れるよう事業を実施してい
る。

5
公共用消火器等の維持管

理
8,026 ↘

推移

改善・見直し（効果測定）

改善・見直し

平成２８年度

改善・見直し（効果測定）

平成２８年度

改善・見直し（効果測定）

平成２８年度

改善・見直し（効果測定）

平成２８年度

12回

12回

7,600人

6,779人

災害対策基本法に基づき、
地域防災会議を実施する。
その中で、地域防災計画の
見直し等を審議し、地域防
災計画を修正することで、
災害発生時の区民等の被害
の減少につなげる。

町会・自治会、学校、保育
園、幼稚園、区内企業、墨
田区主催イベント等におい
て起震車を運行実施するこ
とによって、区民等の防災
意識の高揚及び地震発生時
における対応力の向上が図
られる。

→
平成２８年度

75人

情報連絡手段を持つ行政機
関以外の主体と協力するこ
とで、区の災害情報収集能
力及び、地域の防災力を高
める。

区内全域の公共用消火器、
火災時に使用した町会所有
及び個人所有の消火器に係
る薬剤詰め替え又は買い替
え、生活保護世帯への消火
器支給を実施することによ
り、震災時及び平常火災の
発生時において、一般区民
による初期消火の効果を期
待し、区民の生命・身体・
財産の安全と町会や区民の
自発的かつ積極的な防災活
動を行う事ができる。

平成２８年度

現状維持

自動車維持事務 4,253 →



16 10,532

災害対策基本法第48条で定
められており、区の防災対
策や地域防災計画の実効性
を検証するとともに、広く
周知する機会として事業の
実施は非常に有効な手段で
ある。

5,000人

→
改善・見直し

3,779人 平成２８年度

総合防災訓練

現状維持

301人 平成２８年度

15 4,687

警戒待機員が閉庁時にも庁
舎内に待機することによ
り、閉庁時に災害が発生し
た場合には本部長等に代
わってその職務を行い、応
急対策及び連絡体制の確保
を確立する。

12件

→
現状維持

32件 平成２８年度

14
地域防災活動拠点会議事

務
3,682

　地域防災拠点（避難所）
運営等の地域防災活動は、
行政だけでなく、地域住
民、学校職員等が連携をし
なければ対応困難である。
円滑な避難所運営を目的
に、平常時から地域住民や
学校職員等の理解・協力を
促し、拠点会議を開催する
ことで連携が図られ、防災
行動力を高めることができ
る。

40校

→

現状維持

0校 平成２８年度

非常災害警戒待機

13 災害医療体制の整備 3,231

平常時に医療活動の充実・
強化を図り、災害時に的確
な医療救護活動が実施でき
る。

300人

↗

区内消火力の強化による地
域防災力の向上を図り、災
害時の被害を最小限に留め
る。

住民防災組織の結成を支援
するとともに、組織の円滑
な運営と活動の充実を図
り、防災意識を高揚させ
る。また、災害時に要配慮
者が円滑な避難行動お及び
避難生活ができる。

9 区民消火隊 11,292

8
応急対策備蓄物資の整備・

備蓄事務
51,985 →

区民等へ家庭や事業者での
備蓄を啓発していくととも
に、区で物資を備蓄してい
くことで、墨田区全体とし
て災害に対する備えを充実
させていく。

12 区民防災訓練 17,900 →

11 防災思想の啓発 1,768 ↗

10
住民防災組織活動及び装

備強化事務
20,668 →

区民や町会・自治会に対
し、防災講演会の開催や、
防災パンフレット・防災地
図の作成配布、消火器・防
災用品のあっせん、防災に
関する啓発物資の配布など
を実施することで、区民一
人一人が正しい防災知識と
判断をもって行動すること
ができるようになる。

町会・自治会が単独、又は
合同で防災訓練を実施する
ことで、地域間の防災力が
養われる。

137隊

0%

20%

22,000人

20,100人

平成２８年度

改善・見直し

平成２８年度

改善・見直し

平成２８年度

改善・見直し（効果測定）60%

44.1%

330回

367回

169隊

平成２８年度

改善・見直し

平成２８年度

改善・見直し

↗



ヘリサイン表示事業

緊急地震速報の導入事務

学校防災活動推進事務

帰宅困難者対策

女性の防災行動力育成事
業

合同総合防災訓練（都・葛
飾区）の実施

平成２８年度

平成２８年度

平成２８年度

25 2,366
都、区、各防災機関及び、
地域の防災組織との連携の
強化を目的としている。

407人 改善・見直し（効果測定）

407人

24 6,555

発災後の避難所生活期に必
要な備蓄物資とともに、女
性や要配慮者に配慮した備
蓄物資を区が配備すること
で、発災後において、要配
慮者や女性が安心して避難
所生活を送ることができ
る。

100%

→
現状維持

97% 平成２８年度

23 545

帰宅困難者対策は、行政だ
けでなく、地域住民、事業
所、鉄道事業者等、地域が
連携をしなければ対応する
ことが難しい。よって、そ
ういった関係者の理解・協
力を促し、帰宅困難者対策
に取り組んでいく。

3団体

→
現状維持

1団体 平成２８年度

平成２８年度

22 180

中学生に防災ガイドの配布
及び、中学生自主防災組織
に対する助成を行う事によ
り、学校における防災活動
を推進し、地域防災力の向
上を図っている。

10隊

→
現状維持

5隊 平成２８年度

21

地域防災リーダー育成講座
事務

1,177

ヘリサインを表示・設置す
ることで土地勘のない各防
災関係機関（自衛隊、消
防、警察等）が避難所等目
標地点を容易に視認するこ
とができるため、区民に対
する迅速な応急対策活動を
行うことが可能となる。

35校

→
現状維持

30校

20 1,175

各施設を利用する様々な主
体が、地震の発生を事前に
感知することで、災害に対
する行動を迅速に行い、被
害を軽減することができ
る。

0人

→
改善・見直し（効果測定）

0人

19 356

区民、町会・自治会の防災
担当者、災害時ボランティ
ア等から、地域防災リー
ダー育成講座を開催したう
えで、防災リーダーを認定
することによって、災害時
における地域防災活動を円
滑かつ迅速に実施し、被害
を最小限にとどめることが
できる。

370人

→
統合

281人

17 2,900

区民全体へ、「墨田区防災
フェア」を開催し、防災に
関するパネルや資器材の展
示、起震車体験、各種相
談・体験コーナーを設置す
ることで、区民の防災意識
を向上させるとともに、正
しい防災知識を身につくこ
とにつながる。

10,000人

↗
改善・見直し（効果測定）

10,893人 平成２８年度

18 604

区民等へ復興の事前対策の
啓発をしていくとともに、
専門家との連携を確保して
いくことで、墨田区全体と
して災害に対する備えを充
実させていく。

15回

→
改善・見直し

9回 平成２８年度

災害復興対策事業事務

防災フェア事務



29 危機管理事業 6,978 ↗

15%

15.3%

15%

15.3%

　国民保護計画に基づく対
策に平常時から取り組むこ
とにより、武力攻撃事態等
が発生した場合、迅速に区
民の生命と財産を守ること
ができる。

　危機を未然に防止すると
ともに、万が一、危機事象
が発生した場合にも迅速に
対応することで、被害を最
小限に止めることができ
る。

改善・見直し

平成２８年度

大規模水害対策の推進

消防団運営

国民保護計画対策 1,076 ↗

１個 平成２８年度

改善・見直し

平成２８年度

28

27 22,219

防災関係機関である消防団
の活動を支援することによ
り、公助による防災機能の
強化が図られる。

12回

↘
現状維持

40回 平成２８年度

26 1,595

水害は、地震と異なり、発
生を予測できるので、その
危険性を理解し、早期に避
難行動をとることで生命を
守ることができる。そのた
めに区民等の理解を促すよ
うに啓発をし、水害時の防
災行動力を高める。

１個

↗
現状維持



平成２９年度　事務事業評価シート

施 策 412

事務事業

指 標 単 位 回

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 1 1 1 1

実績 1

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 1 1 1 1 1 1

実績

指 標 単 位 回

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 1 1 1 1

実績 1

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 1 1 1 1 1 1

実績

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

104

H35 H36 H37

有効性・
適格性

手 段 に
対する指標
(活動指標)

防災会議開催数

1 37

指標の選定理由及び目標値の理由

議事の大小・有無にかかわらず、必ず年１回は防災会議を開催する必要があるため

目 的 に
対する指標
(成果指標)

地域防災計画の修正・配布（印刷製本等）

1 37

指標の選定理由及び目標値の理由
都や近隣区では、隔年修正など当区のように毎年修正作業を行っていない自治体もあるが、
隔年修正に変更するには、十分な議論を重ねたうえで慎重に判断する必要がある。現時点で
は、毎年修正を行うことが望ましいと考えているため、指標及び数値を選定した。

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
  増減なし

施策への
関 連 性

災害対策基本法に基づき、地域防災会議を実施する。その中で、地域防災計画の見直し等を
審議し、地域防災計画を修正することで、災害発生時の区民等の被害の減少につなげる。

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

法令に基づく会議体であり、大規模災害から区民の生命・財産を守るためにも必要な事務で
ある。

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）

地域防災計画の修正等の作業を委託する可能性はあるが、防災会議は、法令に基づき自治体
が行うものであり、会議そのものの代替はできない。

地域で連携し、さまざまな災害に対する防災⾏動⼒を⾼める  部内優先順位

防災会議等運営事務 1

事業概要 災害対策基本法、墨田区防災会議条例に基づき、地域防災計画の作成
及び修正を行っている。

主管課・係（担当）
防災課防災係

03-5608-6206



5 5 5 5

評価結果
関係機関の長等も含む委員構成のもと、毎年、防災計画の
審議を行うことにより、直近の状況に合わせた防災施策を
行い、大規模災害時の減災に結び付けることができる。

中間・最終年度
の 講 評

法令及び条例に基づく会議体として、適切に設置し、運営しているものと考えられ
る。

今 後 の
方 向 性

関係機関の長等とも連携のもと、今後も地域の実情に合わせた防災計画を審議し、本
区の減災に結び付く会議体として運営していく。

３ 効率性・経済性

現状維持の上継続

目的・対象が類似する事務事業はないか ない

実施工程やコストに改善の余地がないか ない

地域社会やその他住⺠への波及効果があるか ある
判断理由
委員報酬については、本区の統一基準に基づく。また、委
員構成については、東京都防災会議の組織及び所掌事務の
例に準じて、墨田区防災会議条例に基づく。

判断理由 必要性
妥当性

有効性
適格性

効率的
経済性

かけたコストに対し十分な成果があるか ある

１ 必要性・妥当性
区⺠ニーズの有無 ある

代替可能性の有無 ない

区が実施すべき強い理由があるか ある
判断理由

災害対策基本法第１６条に基づく会議体であり、地域の実
情に合わせた防災計画を審議することができる。

２ 有効性・適格性
事業の目的が施策に合致しているか 合致している

指標は目標値を満たしているか 満たしている
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平成２９年度　事務事業評価シート

施 策 412

事務事業

指 標 単 位 日

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 366 365 365 365

実績 366

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 366 365 365 365 366 365

実績

指 標 単 位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 12 12 12 12

実績 32

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 12 12 12 12 12 12

実績

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

4,687

H35 H36 H37

地域で連携し、さまざまな災害に対する防災⾏動⼒を⾼める  部内優先順位

非常災害警戒待機 2

事業概要 「非常災害に対する職員の警戒勤務規定」に基づき、閉庁時における
災害発生時の体制確保を行っている。

主管課・係（担当）
防災課防災係

03-5608-6206

施策への
関 連 性

警戒待機員が閉庁時にも庁舎内に待機することにより、閉庁時に災害が発生した場合には本
部長等に代わってその職務を行い、応急対策及び連絡体制の確保を確立する。

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ
墨田区住民意識調査「5-4防災対策についての要望」にて、「情報連絡体制の充実」が18.3%
と5番目に高い数値となっている。予測ができない災害の発生に対し、閉庁時においても職員
が待機することは、迅速な応急対策活動を行うことで区民の生命・財産を守ることにつなが
るため、区民からのニーズは高い。

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）

災害発生時に本部長登庁までの職務を代行する必要があることから、代替可能性はない。

有効性・
適格性

手 段 に
対する指標
(活動指標)

勤務日数

365 37

指標の選定理由及び目標値の理由

年間を通じてすべての時間帯における連絡体制を確保するため、警戒待機職員の勤務日数を
指標にした。

目 的 に
対する指標
(成果指標)

緊急通信受信（墨田区に係る警報及び区として対応が必要となる危機管理事象の連絡件数）

12 37

指標の選定理由及び目標値の理由
閉庁時における迅速な初動対応に係る指標として、警戒待機中に受信した緊急通信の件数を
計上している。一方で、緊急通信は災害等の予見が困難な事象であることから、目標値を設
定していない。

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
  勤務日数が固定されているため、かかる経
費は横ばいとなっている。



5 5 5 5

１ 必要性・妥当性
区⺠ニーズの有無 ある

代替可能性の有無 ない

区が実施すべき強い理由があるか ある
判断理由

区として、土日、夜間等の閉庁時における緊急対応が必要
なため、区民ニーズは高いと考えられるため。

２ 有効性・適格性
事業の目的が施策に合致しているか 合致している

指標は目標値を満たしているか 満たしている

判断理由 必要性
妥当性

有効性
適格性

効率的
経済性

かけたコストに対し十分な成果があるか ある

評価結果

これまでも緊急連絡等の対応を的確に行っており、有効性
及び適格性は明らかであると考えられるため。

中間・最終年度
の 講 評

２４時間３６５日、本区の危機管理体制を継続するためにも、管理職の分担により実
施する本事業は必要である。

今 後 の
方 向 性

現状維持の上継続する。

３ 効率性・経済性

現状維持の上継続

目的・対象が類似する事務事業はないか ない

実施工程やコストに改善の余地がないか ない

地域社会やその他住⺠への波及効果があるか ある
判断理由

宿日直手当については、一定の基準により改正されてお
り、コストの改善は困難と考えるため。
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平成２９年度　事務事業評価シート

施 策 412

事務事業

指 標 単 位 冊

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 25,000 25,000 25,000 25,000

実績 25,000

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000

実績

指 標 単 位 ％

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 20 20 18 18

実績 20

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 15 15 10 10 5 0

実績

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

1,768

H35 H36 H37

有効性・
適格性

手 段 に
対する指標
(活動指標)

防災パンフレット等の配布

25,000 37

指標の選定理由及び目標値の理由

防災パンフレット等を作成し、広く区民等へ配布することで、防災意識の高揚につながるた
め。

目 的 に
対する指標
(成果指標)

墨田区住民意識調査（家庭で行っている防災対策・特にしていない）

0 37

指標の選定理由及び目標値の理由
住民意識調査における「家庭で行っている防災対策」の中で、飲料水や食糧の確保をしてい
る方が約半数ほどいるが、それに対して、特にしていない家庭も20％いる。特にしていない
家庭の割合を減らすことで、少しでも、防災対策に取り組むように防災思想の啓発を行う。

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
  増減特になし

施策への
関 連 性

区民や町会・自治会に対し、防災講演会の開催や、防災パンフレット・防災地図の作成配
布、消火器・防災用品のあっせん、防災に関する啓発物資の配布などを実施することで、区
民一人一人が正しい防災知識と判断をもって行動することができるようになる。

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ
墨田区住民意識調査（第24回）における、「家庭で行っている防災対策」について、飲料水
の確保をしている家庭は58％、食糧の確保をしている家庭は44.1％、家具の転倒防止をして
いる家庭は38.5％と区民の防災意識は高揚しているが、一方で、「特にしていない」家庭が
20％いる。このことから、平常時から防災対策をするよう区民へ啓発を行う必要がある。

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）
冊子等の印刷・製本については、民間の事業所へ委託契約を行っている。事業全般にかかる
事務は、当区の実情を反映させたものを作成する都合上、委託等の代替は可能性として低
い。

地域で連携し、さまざまな災害に対する防災⾏動⼒を⾼める  部内優先順位

防災思想の啓発 3

事業概要 墨田区地域防災基本条例により、区民の防災意識の高揚を図るため、
防災パンフレット等の作成や講演会の開催を行っている。

主管課・係（担当）
防災課防災係

03-5608-6206



5 5 4 4

評価結果
地域の災害特性、区民がとるべき防災対策、地域での共助
の重要性、区が行っている防災対策等を区民に周知し、自
助と共助の重要性を啓発するために必要である。

中間・最終年度
の 講 評

自助・共助による防災対策の強靭化を図るためにも、本事業により、区の課題につい
て周知を継続していく必要がある。

今 後 の
方 向 性

デジタル媒体の活用による改善も含めた防災啓発の推進を図る必要がある。

３ 効率性・経済性

改善・⾒直しの上継続

目的・対象が類似する事務事業はないか ない

実施工程やコストに改善の余地がないか ある

地域社会やその他住⺠への波及効果があるか ある
判断理由
紙媒体によるパンフレット等は、コストダウンは困難であ
る。今後は、インターネット等紙媒体以外の普及に伴うデ
ジタル媒体での啓発も検討する必要がある。

判断理由 必要性
妥当性

有効性
適格性

効率的
経済性

かけたコストに対し十分な成果があるか ある

１ 必要性・妥当性
区⺠ニーズの有無 ある

代替可能性の有無 不十分

区が実施すべき強い理由があるか ある
判断理由
国や都をはじめ、各防災関係機関がさまざまな防災啓発事
業を行っているが、墨田区の地域特性を踏まえた災害情報
や施策については、区が独自に啓発を進める必要があるた
め。

２ 有効性・適格性
事業の目的が施策に合致しているか 合致している

指標は目標値を満たしているか 満たしている
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平成２９年度　事務事業評価シート

施 策 412

事務事業

指 標 単 位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 650 650 650 650

実績 504

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 650 650 650 650 650 650

実績

指 標 単 位 回

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 12 12 12 12

実績 40

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 12 12 12 12 12 12

実績

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

22,219

H35 H36 H37

地域で連携し、さまざまな災害に対する防災⾏動⼒を⾼める  部内優先順位

消防団運営 4

事業概要
特別区の消防団の設置等に関する条例、墨田区消防団補助金交付要綱
等に基づき、震災や火災の際に消防活動の一端を担い、住民防災組織
との連携により出火防止などに努める消防団の活動推進を図るため、
活動全般について支援を行っている。

主管課・係（担当）
防災課防災係

03-5608-6206

施策への
関 連 性

防災関係機関である消防団の活動を支援することにより、公助による防災機能の強化が図ら
れる。

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）
地域の防災活動として消防団員は本業を持ちながら消防団の活動を行っているので、円滑な
運営を行うにあたって、行政の支援は欠かすことができないものである。
また、事務処理特例等により本業務については、区で行う部分が定められている。

有効性・
適格性

手 段 に
対する指標
(活動指標)

消防団員数

650 37

指標の選定理由及び目標値の理由

消防団員数や活動に応じて補助金を交付している。

目 的 に
対する指標
(成果指標)

災害出動回数

12 37

指標の選定理由及び目標値の理由

実際の災害活動への参加回数

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
  微増傾向



5 5 5 5

１ 必要性・妥当性
区⺠ニーズの有無 ある

代替可能性の有無 ない

区が実施すべき強い理由があるか ある
判断理由
大規模災害時に想定される、同時多発的な火災については
初期消火活動が重要であり、消防団活動に対する区の援助
は不可欠なため。

２ 有効性・適格性
事業の目的が施策に合致しているか 合致している

指標は目標値を満たしているか 満たしている

判断理由 必要性
妥当性

有効性
適格性

効率的
経済性

かけたコストに対し十分な成果があるか ある

評価結果

現状、必要な消防団員数の十分な確保が困難な状況となっ
ているため。

中間・最終年度
の 講 評

消防団の活動により、公助による防災機能の強化が図られるため、区としても財政的
支援や活動内容の周知等が必要である。

今 後 の
方 向 性

消防団員の確保等、組織活動の強化に資する支援を改善しつつ継続する必要がある。

３ 効率性・経済性

現状維持の上継続

目的・対象が類似する事務事業はないか ない

実施工程やコストに改善の余地がないか ない

地域社会やその他住⺠への波及効果があるか ある
判断理由

消防団員の確保のため、さらに支援の充実を図る必要があ
ると考えられるため。
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平成２９年度　補助金評価シート

補 助 ⾦
名 称
根拠法令

単 位 千円

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 13,800 13,800 13,800 13,800

実績 13,800

H32 H33 H34 H35 H36 H37
13,800 13,800 13,800 13,800 13,800 13,800

単 位 回

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 12 12 12 12

実績 40

H32 H33 H34 H35 H36 H37
12 12 12 12 12 12

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34
13,800

H35 H36 H37

施策への
関 連 性

防災関係機関である消防団の活動を支援することにより、公助による防災機能の強化が図られ
る。

有効性・
適格性

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由

実際の災害活動への参加回数

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
増減なし

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由

消防団員数や活動に応じて補助金を交付している。

⽬ 的 に
対する指標
(成果指標)

指 標 災害出動回数

最終⽬標値

12

手 段 に
対する指標
(活動指標)

37

指 標 補助金額

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）
地域の防災活動として消防団員は本業を持ちながら消防団の活動を行っているので、円滑な運営を行うに
あたって、行政の支援は欠かすことができないものである。
また、事務処理特例等により本業務については、区で行う部分が定められている。

事業概要

最終⽬標値

13,800 37

消防団補助金 主管課・係（担当）

墨田区消防団補助金交付要綱 防災課防災係

震災や火災の際に消防活動の一端を担い、住民防災組織との連携により出
火防止などに努める消防団の活動推進を図るため、活動全般について支援
を行っている。

03-5608-6206

事業の終期

平成37年



ある している
している している

認められる する

している

なっている されている

適切である 合致している

該当なし ある

されていない 明確

なっている 明確

ない ある
煩雑ではない

適切である

判断理由

要綱や活動計画に基づいて、最少の範囲内で補助金を支給している。

【評価結果】

現状維持・拡充

中 間 ・ 最 終
年 度 の 講 評

消防団の活動により、地域防災機能の強化が図られるため、区としても財
政的支援が必要である。

今 後 の
方 向 性

両消防署及び両消防団と連携しつつ、消防団員の確保等組織活動の強化に
資する支援を改善しつつ、継続する。

現状、必要な消防団員数の十分な確保が困難な状況となっているさらに支援の充実を図る必要があると考
えられる。

３ 効率性・経済性 5
類似する補助事業がないか 地域社会や区⺠等へ波及効果があるか

手続が過度に煩雑でないか 個人の経済的負担軽減の場合、実質的公平性
を考慮しているか

該当なし
⽬的に対する区の負担割合が適切か

任意団体に対する補助の場合、⾃⽴化を促進す
るものであるか

補助⽬的及び⾦額に⾒合う実績等の効果があるか

補助⽬的が既に達成されていないか ⽬標及び⾒込まれる効果が明確か
団体等が⾃らの財源で賄う範囲と区の支援範囲
が明確となっているか

効果測定の具体的な⽬標・指標が明確か

判断理由

判断理由

大規模災害時に想定される、同時多発的な火災については初期消火活動が重要であり、消防団活動に対す
る区の援助は不可欠なため。

２ 有効性・適格性 5
経費、補助額の算定根拠が明確になっているか

交付機会の公平性や負担の公平性が確保され
ているか

区が負担する割合として適切か 補助団体の活動内容が⽬的と合致しているか

区が実施する理由があるか ⽬的が政策上の位置付けと整合しているか

⽬的・内容等が社会経済情勢に合致しているか 不特定多数の利益の増進に寄与するか
区⺠ニーズに即しており、公益上必要と認めら
れるか

個人利益に対する利益に留まらず適切な対象
範囲に波及するか

区の施策⽬標の実現に寄与しているか

１ 必要性・妥当性 5
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平成２９年度　補助金評価シート

補 助 ⾦
名 称
根拠法令

単 位 円

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 ######## ######## ######## ########

実績 ########

H32 H33 H34 H35 H36 H37
######## ######## ######## ######## ######## ########

単 位 回

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 12 12 12 12

実績 40

H32 H33 H34 H35 H36 H37
12 12 12 12 12 12

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34
1,685

H35 H36 H37

消防団福祉共済補助金 主管課・係（担当）

墨田区消防団補助金交付要綱 防災課防災係

事業概要
両消防団は、消防団員の公務災害等に対する保険制度の充実を図るため、
昭和５３年度から「消防団員福祉共済制度」に加入しており、区は、この
共済掛金を補助金として両消防団に交付している。

03-5608-6206

事業の終期

平成37年

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

東日本大震災の発生以降、災害発生時の対応力を高める施策について、区民の意識や関心はとても高まっ
ている。また、平成２５年度施行の「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」等によ
り、消防団が地域に対する防災活動の担い手として、重要な役割を果たしていることがうかがえる。

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）
地域の防災活動として消防団員は本業を持ちながら消防団の活動を行っているので、円滑な運営を行うに
あたって、行政の支援は欠かすことができないものである。
また、事務処理特例等により本業務については、区で行う部分が定められている。

指 標 災害出動回数

最終⽬標値

12

手 段 に
対する指標
(活動指標)

指 標 補助金額

最終⽬標値

1,684,800 37

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
増減なし

施策への
関 連 性

防災関係機関である消防団の活動を支援することにより、公助による防災機能の強化が図られ
る。

37

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由

実際の災害活動への参加回数

有効性・
適格性

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由

消防団員数や活動に応じて補助金を交付している。

⽬ 的 に
対する指標
(成果指標)



ある している
している している

認められる する

している

なっている されている

適切である 合致している

該当なし ある

されていない 明確

なっている 明確

ない ある
煩雑ではない

適切である

区⺠ニーズに即しており、公益上必要と認めら
れるか

個⼈利益に対する利益に留まらず適切な対象
範囲に波及するか

区の施策⽬標の実現に寄与しているか

判断理由

１ 必要性・妥当性 5
区が実施する理由があるか ⽬的が政策上の位置付けと整合しているか

⽬的・内容等が社会経済情勢に合致しているか 不特定多数の利益の増進に寄与するか

大規模災害時に想定される、同時多発的な火災については初期消火活動が重要であり、消防団活動に対す
る区の援助は不可欠なため。

２ 有効性・適格性 5
経費、補助額の算定根拠が明確になっているか

交付機会の公平性や負担の公平性が確保され
ているか

区が負担する割合として適切か 補助団体の活動内容が⽬的と合致しているか

消防団員の公務災害等に対する保険制度が充実することにより、円滑な活動を行うことでできる。

３ 効率性・経済性 5
類似する補助事業がないか 地域社会や区⺠等へ波及効果があるか

任意団体に対する補助の場合、⾃⽴化を促進す
るものであるか

補助⽬的及び⾦額に⾒合う実績等の効果があるか

補助⽬的が既に達成されていないか ⽬標及び⾒込まれる効果が明確か
団体等が⾃らの財源で賄う範囲と区の支援範囲
が明確となっているか

効果測定の具体的な⽬標・指標が明確か

判断理由

【評価結果】

現状維持・拡充

中 間 ・ 最 終
年 度 の 講 評

消防団の活動により、地域防災機能の強化が図られるため、区としても財
政的支援が必要である。

今 後 の
方 向 性

両消防署及び両消防団と連携しつつ、消防団員の確保等組織活動の強化に
資する支援を改善しつつ、継続する。

手続が過度に煩雑でないか 個⼈の経済的負担軽減の場合、実質的公平性
を考慮しているか

該当なし
⽬的に対する区の負担割合が適切か

判断理由

消防団の共済制度はこの補助金のみであり、本制度に加入することにより円滑な活動の支援や団員確保に
つながる。
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平成２９年度　補助金評価シート

補 助 ⾦
名 称
根拠法令

単 位 円

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 200,000 200,000 200,000 200,000

実績 200,000

H32 H33 H34 H35 H36 H37
200,000 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000

単 位 人

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 150 150 150 150

実績 119

H32 H33 H34 H35 H36 H37
150 150 150 150 150 150

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34
200

H35 H36 H37

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
増減なし

施策への
関 連 性

次世代の自助・共助による防災の担い手を育成する団体であり、区にとって必要な補助金であ
る。

37

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由

事業計画に基づいた活動を円滑に執行しているかが判断材料となるため。

有効性・
適格性

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由

消防少年団員数や活動に応じて補助金を交付している。

⽬ 的 に
対する指標
(成果指標)

指 標 消防少年団員数

最終⽬標値

150

手 段 に
対する指標
(活動指標)

指 標 補助金額

最終⽬標値

200,000 37

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

東日本大震災の発生以降、災害発生時の対応力を高める施策について、区民の意識や関心はとても高まっ
ている。また、平成２５年度施行の「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」等によ
り、消防団が地域に対する防災活動の担い手として、重要な役割を果たしていることがうかがえる。

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）

地域における防火防災教育活動は住民防災において重要である。

消防少年団補助金 主管課・係（担当）

墨田区消防少年団助成金交付要綱 防災課防災係

事業概要
本所消防少年団及び向島消防少年団が行う防火防災教育活動等の事業に対
し、年間10万円を限度として助成を行っている。

03-5608-6206

事業の終期

平成37年



ある している
している している

認められる する

している

なっている されている

適切である 合致している

該当なし ある

されていない 明確

なっている 明確

ない ある
煩雑ではない

適切である

【評価結果】

現状維持・拡充

中 間 ・ 最 終
年 度 の 講 評

本所消防少年団及び向島消防少年団は、次世代の自助・共助による防災の
担い手を育成する団体であり、区にとっても必要な補助金である。

今 後 の
方 向 性

今後も本所消防少年団及び向島消防少年団の活動状況を踏まえ、支援を継
続する。

手続が過度に煩雑でないか 個人の経済的負担軽減の場合、実質的公平性
を考慮しているか

該当なし
⽬的に対する区の負担割合が適切か

判断理由

要綱や活動計画に基づいて、最少の範囲内で補助金を支給している。

毎年新規で少年団員が増加したり、防災技術等が向上するので、防災教育についても継続して行う必要が
ある。

３ 効率性・経済性 5
類似する補助事業がないか 地域社会や区⺠等へ波及効果があるか

任意団体に対する補助の場合、⾃⽴化を促進す
るものであるか

補助⽬的及び⾦額に⾒合う実績等の効果があるか

補助⽬的が既に達成されていないか ⽬標及び⾒込まれる効果が明確か
団体等が⾃らの財源で賄う範囲と区の支援範囲
が明確となっているか

効果測定の具体的な⽬標・指標が明確か

判断理由

地域における防火防災教育活動は住民防災において重要である。

２ 有効性・適格性 5
経費、補助額の算定根拠が明確になっているか

交付機会の公平性や負担の公平性が確保され
ているか

区が負担する割合として適切か 補助団体の活動内容が⽬的と合致しているか

区⺠ニーズに即しており、公益上必要と認めら
れるか

個人利益に対する利益に留まらず適切な対象
範囲に波及するか

区の施策⽬標の実現に寄与しているか

判断理由

１ 必要性・妥当性 5
区が実施する理由があるか ⽬的が政策上の位置付けと整合しているか

⽬的・内容等が社会経済情勢に合致しているか 不特定多数の利益の増進に寄与するか
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平成２９年度　事務事業評価シート

施 策 412
事務事業

指 標 単 位 校

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 33 34 36 38

実績 33

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 40 40 40 40 40 40

実績

指 標 単 位 校

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 0 1 4 7

実績 0

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 10 15 20 25 30 40

実績

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34
3,682

H35 H36 H37

地域で連携し、さまざまな災害に対する防災⾏動⼒を⾼める  部内優先順位

地域防災活動拠点会議事務 5

事業概要

　地域防災拠点会議は、災害時の避難所となる小学校等を拠点に、防
災活動を行う組織であり、避難所運営等の防災対策を中心に検討を
行っている。
　昭和５５年度に更正小学校地区でモデル実施し、更に昭和５７年度
からは、堤小学校地区で実施した。平成２年度から条件整備を図りな
がら平成４年度に全小学校３２校で結成された。なお、平成１１年度
の小学校の統廃合により、３０会議体に整備した。
　平成２７年度から中学校への拡充について、調整・検討に着手し、
平成２８年度は３校、平成２９年度に１校に設置した。

主管課・係（担当）
防災課防災係

03-5608-6206

施策への
関 連 性

　地域防災拠点（避難所）運営等の地域防災活動は、行政だけでなく、地域住民、学校職員
等が連携をしなければ対応困難である。円滑な避難所運営を目的に、平常時から地域住民や
学校職員等の理解・協力を促し、拠点会議を開催することで連携が図られ、防災行動力を高
めることができる。

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ
　墨田区住民意識調査「5-4防災対策についての要望」にて、「避難所の確保・運営」が
40.8%と最も高い。東日本大震災や熊本地震等により、避難所運営を中心とした防災対策の強
化が迫られている中で、現在懸念されている首都直下地震等の事前防災対策として、拠点会
議が必要となる。

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）
　拠点会議の運営は、本部長（代表町会長等）が中心となり、開催しているが、防災対応力
向上には、区と拠点会議の連携が必要不可欠である。更なる連携強化を図るため、区が引き
続き支援する必要がある。

有効性・
適格性

手 段 に
対する指標
(活動指標)

拠点会議設置数

40 37

指標の選定理由及び目標値の理由
　災害発生時の避難者受入れのため、避難所が開設される。避難所の運営体制について、各
拠点会議で検討されており、避難所となる区内公立小中学校全校での拠点会議設置を目標と
する。

目 的 に
対する指標
(成果指標)

避難所（拠点）開設の運営体制の確立拠点数

40 37

指標の選定理由及び目標値の理由
　避難所の円滑な運営には、平常時からの運営体制づくりが重要である。避難所運営体制の
確立に向け、全拠点会議において、拠点会議ごとの避難所運営マニュアルの作成を行うとと
もに、マニュアルに基づく拠点（避難所運営）訓練を各拠点（各避難所）で年１回以上行う
ことを目標とする。

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
 今後拠点数は増加の見込みだが、事業総額
には影響しない。



5 5 5 5

１ 必要性・妥当性
区⺠ニーズの有無 ある

代替可能性の有無 ない

区が実施すべき強い理由があるか ある
判断理由

大規模災害時の避難所運営体制の構築は、不可欠であるた
め。

２ 有効性・適格性
事業の目的が施策に合致しているか 合致している

指標は目標値を満たしているか 満たしている

判断理由 必要性
妥当性

有効性
適格性

効率的
経済性

かけたコストに対し十分な成果があるか ある

評価結果

各拠点会議においては、今後、避難所の開設・運営が図ら
れるものと考えられるため。

中間・最終年度
の 講 評

避難所生活による関連死等を防止するためにも、地域との連携による避難所運営を平
常時から検討する場として、地域防災活動拠点会議の運営は必要である。

今 後 の
方 向 性

避難所運営における女性人材の参画等も進め、より質の高い避難所運営を検討する必
要がある。

３ 効率性・経済性

現状維持の上継続

目的・対象が類似する事務事業はないか ない

実施工程やコストに改善の余地がないか ない

地域社会やその他住⺠への波及効果があるか ある
判断理由

拠点会議では、交付された補助金により活動を行ってお
り、補助金の削減は困難と考えられるため。
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平成２９年度　補助金評価シート

補 助 ⾦
名 称
根拠法令

単 位 回

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 60 60 60 60

実績 53

H32 H33 H34 H35 H36 H37
60 60 60 60 60 60

単 位 人

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 4,000 4,000 4,000 4,000

実績 2,619

H32 H33 H34 H35 H36 H37
4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34
3,682

H35 H36 H37

墨田区地域防災活動拠点会議助成金 主管課・係（担当）

墨田区地域防災活動拠点会議助成金交付要綱 防災課防災係

事業概要

　地域防災拠点会議は、災害時の避難所となる小学校等を拠点に、防災活
動を行う組織であり、避難所運営等の防災対策を中心に検討を行ってい
る。
　昭和５５年度に更正小学校地区でモデル実施し、更に昭和５７年度から
は、堤小学校地区で実施した。平成２年度から条件整備を図りながら平成
４年度に全小学校３２校で結成された。なお、平成１１年度の小学校の統
廃合により、３０会議体に整備した。
　平成２７年度から中学校への拡充について、調整・検討に着手し、平成
２８年度は３校、平成２９年度に１校に設置した。

03-5608-6206

事業の終期

平成37年

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

墨田区住民意識調査「5-4防災対策についての要望」にて、「避難所の確保・運営」が40.8%と最も高い。
東日本大震災や熊本地震等により、避難所運営を中心とした防災対策の強化が迫られている中で、現在懸
念されている首都直下地震等の事前防災対策として、拠点会議が必要となる。

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）

　拠点会議の運営は、本部長（代表町会長等）が中心となり、開催しているが、防災対応力向上には、区
と拠点会議の連携が必要不可欠である。更なる連携強化を図るため、区が引き続き支援する必要がある。

指 標 拠点会議参加者数

最終⽬標値

4,000

手 段 に
対する指標
(活動指標)

指 標 拠点会議開催回数

最終⽬標値

60 37

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
 今後拠点数は増加の見込みだが、事業総額
には影響しない。

施策への
関 連 性

　地域防災拠点（避難所）運営等の地域防災活動は、行政だけでなく、地域住民、学校職員等
が連携をしなければ対応困難である。円滑な避難所運営を目的に、平常時から地域住民や学校
職員等の理解・協力を促し、拠点会議を開催することで連携が図られ、防災行動力を高めるこ
とができる。

37

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由

防災対策構築を目標に、平常時から拠点会議や防災訓練等を開催し、地域住民や学
校関係者等が参加することで、連携体制や災害対応力の強化が図られる。

有効性・
適格性

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由
　円滑な地域防災活動は、平常時からの連携体制が必要不可欠となり、各拠点会議
を開催することで、連携体制の強化が図られる。また、拠点会議ごと、年２回以上
の会議（訓練）を目標とする。

⽬ 的 に
対する指標
(成果指標)



ある している
している している

認められる する

している

なっている されている

適切である 合致している

該当なし ある

されていない 明確

なっている 明確

ない ある
煩雑ではない

適切である

区⺠ニーズに即しており、公益上必要と認めら
れるか

個⼈利益に対する利益に留まらず適切な対象
範囲に波及するか

区の施策⽬標の実現に寄与しているか

判断理由

１ 必要性・妥当性 5
区が実施する理由があるか ⽬的が政策上の位置付けと整合しているか

⽬的・内容等が社会経済情勢に合致しているか 不特定多数の利益の増進に寄与するか

　各拠点会議において、避難所運営に係る検討、拠点訓練等により、地域連携の強化や有事の際の対応等
が図られる。また、拠点会議ごと、年１回以上会議が実施されているが、拠点訓練を実施しているところ
は、限られている。

２ 有効性・適格性 5
経費、補助額の算定根拠が明確になっているか

交付機会の公平性や負担の公平性が確保され
ているか

区が負担する割合として適切か 補助団体の活動内容が⽬的と合致しているか

拠点会議の設置により、スムーズな避難所の開設・運営が図られ、有効な事業である。

３ 効率性・経済性 5
類似する補助事業がないか 地域社会や区⺠等へ波及効果があるか

任意団体に対する補助の場合、⾃⽴化を促進す
るものであるか

補助⽬的及び⾦額に⾒合う実績等の効果があるか

補助⽬的が既に達成されていないか ⽬標及び⾒込まれる効果が明確か
団体等が⾃らの財源で賄う範囲と区の支援範囲
が明確となっているか

効果測定の具体的な⽬標・指標が明確か

判断理由

【評価結果】

現状維持・拡充

中 間 ・ 最 終
年 度 の 講 評

拠点会議を開催・運営するための最低限の経費であり、効率的・経済的に
運営されている。

今 後 の
方 向 性

本事業による補助を継続することにより、より質の高い避難所運営に結び
付けていく必要がある。

手続が過度に煩雑でないか 個⼈の経済的負担軽減の場合、実質的公平性
を考慮しているか

該当なし
⽬的に対する区の負担割合が適切か

判断理由

拠点会議を開催・運営するための最低限の経費であり、効率的・経済的に運営されているため。

0

1

2

3

4

5
必要性
妥当性

効率性
経済性

有効性
適格性



平成２９年度　事務事業評価シート

施 策 412

事務事業

指 標 単 位 台

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 59 59 59 59

実績 59

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 59 59 59 59 59 59

実績

指 標 単 位 回

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 330 330 330 330

実績 367

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 330 330 330 330 330 330

実績

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

11292

H35 H36 H37

有効性・
適格性

手 段 に
対する指標
(活動指標)

消防ポンプ配備数

59 37

指標の選定理由及び目標値の理由

各消火隊に消防ポンプを配備することで、災害時における初期消火及び延焼拡大防止を実施
できるよう、初期消火体制の確立に努めている。

目 的 に
対する指標
(成果指標)

消火隊訓練回数

330 37

指標の選定理由及び目標値の理由

ポンプの配備や整備により、平常時に消火訓練を円滑に行うことができる。なお、現在55隊
ある消火隊が年間6回以上訓練することを目標としている。

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
  増加傾向にある

施策への
関 連 性

区内消火力の強化による地域防災力の向上を図り、災害時の被害を最小限に留める。

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）

消火隊は本業を持ちながらの活動を行っているので、円滑な運営を行うに当たって、行政の
支援は欠かすことができないものである。

地域で連携し、さまざまな災害に対する防災⾏動⼒を⾼める  部内優先順位

区民消火隊 6

事業概要

昭和４７年に、災害時における初期消火及び延焼拡大防止等を目的と
して、避難道路近辺の町会の協力を得て、東京都により「市民消火
隊」として結成され、昭和５４年に墨田区へ移管し、「区民消火隊」
として運営されてきた。平成７年の阪神・淡路大震災を契機に、「住
民防災組織」の中心的存在として、地元消防署と役割分担をしつつ事
業を進めている。消火隊の活動について年１回の隊長会議を開催し、
災害に備えた日頃の訓練等についての意見交換を行っている。

主管課・係（担当）

防災課防災係

03-5608-6206



5 3 4 4

評価結果

訓練回数により、一定の成果は期待できるが、実際の成果
は大規模災害時でないと確認できないため。

中間・最終年度
の 講 評

区民消火隊は、震災時の大規模火災から区民自らが高い意識と行動力により地域を守
る組織として重要であり、運用体制の確保を継続していく必要がある。

今 後 の
方 向 性

今後は、主力装備品の見直し等も含め、活動の効率性・経済性等も検討しつつ、消火
隊組織の実効性を高めていく施策展開が必要がある。

３ 効率性・経済性

改善・⾒直しの上継続

目的・対象が類似する事務事業はないか 類似事業はあるが統合等は望ましくない

実施工程やコストに改善の余地がないか ある

地域社会やその他住⺠への波及効果があるか ある
判断理由
スタンドパイプ等新たな初期消火器具の普及が進む中、Ｃ
級ポンプの活用を中心とする既存の消火隊主力装備品の運
用については、効率性、経済性の観点から検討の余地があ
るため。

判断理由 必要性
妥当性

有効性
適格性

効率的
経済性

かけたコストに対し十分な成果があるか ない

１ 必要性・妥当性
区⺠ニーズの有無 ある

代替可能性の有無 不十分

区が実施すべき強い理由があるか ある
判断理由
消防組織である消防団とは異なる住民防災組織として、大
規模災害時における初期消火体制の確保のためにも必要な
組織である。

２ 有効性・適格性
事業の目的が施策に合致しているか 合致している

指標は目標値を満たしているか 満たしている
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平成２９年度　補助金評価シート

補 助 ⾦
名 称
根拠法令

単 位 千円

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 3,300 3,300 3,300 3,300

実績 3,300

H32 H33 H34 H35 H36 H37
3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300

単 位 回

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 330 330 330 330

実績 367

H32 H33 H34 H35 H36 H37
330 330 330 330 330 330

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34
3,300

H35 H36 H37

区民消火隊訓練助成金 主管課・係（担当）

墨田区区民消火隊訓練助成金交付要綱 防災課防災係

事業概要 災害時における効果的な防災活動に資するため、区民消火隊が行う訓練に
対し、助成を行っている。

03-5608-6206

事業の終期

平成37年

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）

消火隊の訓練を行うにあたって、行政の支援は欠かすことができないものである。また、事務処理特例に
より本業務については、区で行う部分が定められている。

指 標 消火隊訓練回数

最終⽬標値

330

手 段 に
対する指標
(活動指標)

指 標 区民消火隊訓練助成金

最終⽬標値

3,300 37

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
　現状維持

施策への
関 連 性 区内消火力の強化による地域防災力の向上を図り、災害時の被害を最小限に留める。

37

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由

補助金助成により、平常時に消火訓練を円滑に行うことができる。なお、現在55隊
ある消火隊が年間6回以上訓練することを目標としている。

有効性・
適格性

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由

消火隊への活動助成が事業の根本である。また、予算額の増大も困難なため、目標
は据え置きとしている。

⽬ 的 に
対する指標
(成果指標)



ある している
している している

認められる する

している

なっている されている

適切である 合致している

該当なし ある

されていない 明確

なっている 明確

ない ある
煩雑ではない

適切である

区⺠ニーズに即しており、公益上必要と認めら
れるか

個⼈利益に対する利益に留まらず適切な対象
範囲に波及するか

区の施策⽬標の実現に寄与しているか

判断理由

１ 必要性・妥当性 5
区が実施する理由があるか ⽬的が政策上の位置付けと整合しているか

⽬的・内容等が社会経済情勢に合致しているか 不特定多数の利益の増進に寄与するか

消火隊は、住民による防災組織の一形態であり、隊員によるボランティア活動である。その高貴な意思を
尊重するとともに、大規模災害時の区民の生命を守るべき必要な組織であると考えられるため。

２ 有効性・適格性 5
経費、補助額の算定根拠が明確になっているか

交付機会の公平性や負担の公平性が確保され
ているか

区が負担する割合として適切か 補助団体の活動内容が⽬的と合致しているか

訓練回数による補助金の適正な交付としていく考えのため。（平成30年度～）

３ 効率性・経済性 5
類似する補助事業がないか 地域社会や区⺠等へ波及効果があるか

任意団体に対する補助の場合、⾃⽴化を促進す
るものであるか

補助⽬的及び⾦額に⾒合う実績等の効果があるか

補助⽬的が既に達成されていないか ⽬標及び⾒込まれる効果が明確か
団体等が⾃らの財源で賄う範囲と区の支援範囲
が明確となっているか

効果測定の具体的な⽬標・指標が明確か

判断理由

【評価結果】

現状維持・拡充

中 間 ・ 最 終
年 度 の 講 評

区民消火隊は、区民自らが高い意識と行動力により地域を守る組織として
重要であり、体制の強化を図るためにも資器材の支援及び活動助成が必要
である。

今 後 の
方 向 性

平成２９年度の活動実績に基づき、平成３０年度の補助金額にインセン
ティブをつけることとしており、今後とも適性な補助金執行に努める。

手続が過度に煩雑でないか 個⼈の経済的負担軽減の場合、実質的公平性
を考慮しているか

該当なし
⽬的に対する区の負担割合が適切か

判断理由

消火隊活動を継続していくための訓練に必要な最小限度の助成金と考えられるため。
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平成２９年度　事務事業評価シート

施 策 412

事務事業

指 標 単 位 局

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 65 72 73 73

実績 65

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 74 - - - - -

実績

指 標 単 位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 120 120 120 120

実績 132

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 120 120 120 120 120 120

実績

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

201,646

H35 H36 H37

有効性・
適格性

手 段 に
対する指標
(活動指標)

防災行政無線固定系子局数

74 32

指標の選定理由及び目標値の理由

防災行政無線デジタル化再整備に伴い、平成２８年度から平成３２年度までに９局増設予定
である。

目 的 に
対する指標
(成果指標)

電話応答サービス着信件数

120 37

指標の選定理由及び目標値の理由
近年の建物の高層化や道路交通量の増加等により発生している難聴区域を解消を図るため、
防災行政無線の再構築を進めており、平常時の放送に対する、聞こえない場合の電話応答
サービスの件数は、運用成果を図るうえでの指標となる。

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
  防災行政無線デジタル化再構築経費はＨ28
～32年まで総額408,240千円（債務負担）

施策への
関 連 性

防災行政無線を用いた災害時の迅速かつ的確な情報伝達を行うことは、災害に対する防災行
動力の向上に資する。

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

住民意識調査においては、効果的な防災情報の取得方法として、7割以上の回答が「防災行政
無線による放送」を挙げており、災害時の迅速かつ的確な情報連絡体制を確立することは、
区民の生命と財産を守るために必要不可欠である。

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）

なし

地域で連携し、さまざまな災害に対する防災⾏動⼒を⾼める  部内優先順位

防災行政無線整備・運用・維持管理事務 7

事業概要 災害時及び平常時の情報伝達・収集のための防災情報システムの整
備・運用・維持管理が適正な事業費により行われている。

主管課・係（担当）
防災課防災係

03-5608-6206



5 5 5 5

評価結果

大規模災害時の防災行政無線の有効性・適格性は、過去の
災害事例からも明らかであるため。

中間・最終年度
の 講 評

防災行政無線の有効性・適格性等をふまえつつ、適切な調達及び設備の維持管理を進
めていく必要がある。

今 後 の
方 向 性

設備の適切な維持管理に加え、放送内容等運営方法の改善も図りつつ、有効活用して
いく必要がある。

３ 効率性・経済性

現状維持の上継続

目的・対象が類似する事務事業はないか ない

実施工程やコストに改善の余地がないか ない

地域社会やその他住⺠への波及効果があるか ある
判断理由

防災行政無線の再構築（デジタル化）は、競争入札を採用
し、コストの削減に努めているため。

判断理由 必要性
妥当性

有効性
適格性

効率的
経済性

かけたコストに対し十分な成果があるか ある

１ 必要性・妥当性
区⺠ニーズの有無 ある

代替可能性の有無 ない

区が実施すべき強い理由があるか ある
判断理由

災害時において、区民への情報提供ツールの基本となるた
め。

２ 有効性・適格性
事業の目的が施策に合致しているか 合致している

指標は目標値を満たしているか 満たしている
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平成２９年度　事務事業評価シート

施 策 412

事務事業

指 標 単 位 回

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 2 2 2 2

実績 2

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 2 2 2 2 2 2

実績

指 標 単 位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 75 75 75 75

実績 72

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 75 75 75 75 75 75

実績

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

33

H35 H36 H37

有効性・
適格性

手 段 に
対する指標
(活動指標)

定期通信訓練実施回数

2 37

指標の選定理由及び目標値の理由

災害発生時における情報連絡手段の更なる充実、円滑化を図るため、年2回の訓練を継続して
行っていくことが有効と考えられる。

目 的 に
対する指標
(成果指標)

非常通信協力会会員数

75 37

指標の選定理由及び目標値の理由

災害発生時に、連絡ができる態勢を構築するため、非常通信協力会員数を75人以上を目標と
することが妥当である。

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
  例年ほぼ横ばいであり、無線機器の保証料
等が計上されている。

施策への
関 連 性

情報連絡手段を持つ行政機関以外の主体と協力することで、区の災害情報収集能力及び地域
の防災力を高める。

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

墨田区住民意識調査「5-4防災対策についての要望」にて、「災害情報の提供」が34.3%と2番
目に高いことから、情報収集の拡充を求められている。

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）

アマチュア無線局非常通信協力会以外に類似の団体はなく、同会との協力関係構築は重要で
ある。

地域で連携し、さまざまな災害に対する防災⾏動⼒を⾼める  部内優先順位

区内アマチュア無線局の協力体制確立 8

事業概要
災害時における情報連絡手段の拡充のため、昭和５６年に区内アマ
チュア無線局非常通信協力会と協定を締結し、定期的な更新訓練の実
施や墨田区総合防災訓練等への参加を通して協力体制の確立を図って
いる。

主管課・係（担当）
防災課防災係

03-5608-6206



5 4 5 4

評価結果

一定の非常通信協力会員の確保が図られていると考えるた
め。

中間・最終年度
の 講 評

通信手段及び運用主体の複線化により、災害時の情報連絡体制の強化に結び付けてい
く必要がある。

今 後 の
方 向 性

定期的な更新訓練の実施や墨田区総合防災訓練等への参加を通し、より一層の協力体
制の強化を図っていく必要がある。

３ 効率性・経済性

改善・⾒直しの上継続

目的・対象が類似する事務事業はないか ない

実施工程やコストに改善の余地がないか ない

地域社会やその他住⺠への波及効果があるか ある
判断理由

通信技術を有し防災意識も高い会員の協力により、最低限
のコストで運営されている事業であると考えられるため。

判断理由 必要性
妥当性

有効性
適格性

効率的
経済性

かけたコストに対し十分な成果があるか ある

１ 必要性・妥当性
区⺠ニーズの有無 ある

代替可能性の有無 不十分

区が実施すべき強い理由があるか ある
判断理由

大規模災害時における情報収集では、様々なツールを確保
しておく必要があると考えられるため。

２ 有効性・適格性
事業の目的が施策に合致しているか 合致している

指標は目標値を満たしているか 活動指標のみ満たしている

0

1

2

3

4

5

必要性
妥当性

有効性
適格性

効率性
経済性



平成２９年度　事務事業評価シート

施 策 412

事務事業

指 標 単 位 回

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 2 － 2 －

実績 2

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 2 － 2 － 2 －

実績

指 標 単 位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 220 290 300 310

実績 281

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 320 330 340 350 360 370

実績

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

356

H35 H36 H37

地域で連携し、さまざまな災害に対する防災⾏動⼒を⾼める  部内優先順位

地域防災リーダー育成講座事務 9

事業概要

災害発生時に地域における防災活動の核となるリーダーを認定するた
め、防災リーダー育成講座を開催している。平成22年度からは、リー
ダーに認定された方を対象としたフォローアップ講座を開催して、事
業の拡充を図っている。また、平成27年度からは事業を隔年実施とし
ている。

主管課・係（担当）
防災課防災係

03-5608-6206

施策への
関 連 性

区民、町会・自治会の防災担当者、災害時ボランティア等から、地域防災リーダー育成講座
を開催したうえで、防災リーダーを認定することによって、災害時における地域防災活動を
円滑かつ迅速に実施し、被害を最小限にとどめることができる。

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）
男女共同参画課の女性センターと共同で実施している「女性の防災行動力向上講座」におい
ても、女性の防災リーダー的な存在を育成するための講座を実施しており、防災リーダーの
ような地域で活躍する人材の育成が複数開催されている現状等も踏まえ、今後は、統合や吸
収等も検討していく必要がある。

有効性・
適格性

手 段 に
対する指標
(活動指標)

防災リーダー育成講座、フォローアップ講座の開催回数

2 37

指標の選定理由及び目標値の理由

平成27年度に隔年開催へ変更しているが、認定者数の増加が年々減少にある中、継続するの
か否か等を踏まえるのに指標として必要と思われる。

目 的 に
対する指標
(成果指標)

防災リーダー認定者数

370 37

指標の選定理由及び目標値の理由

各地域へ地域防災リーダーを増やしていくことで、災害時に地域防災活動を率先して行える
人材を育成することが目的であるため、認定者数を年々、増やす必要がある。

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
増減は特にない。



3 4 1 2

１ 必要性・妥当性
区⺠ニーズの有無 ある

代替可能性の有無 不⼗分

区が実施すべき強い理由があるか 必須だが裁量余地あり
判断理由

民間講習等の活用も含めたリーダー人材育成方法の検討が
必要である。

２ 有効性・適格性
事業の目的が施策に合致しているか 合致している

指標は目標値を満たしているか 活動指標のみ満たしている

判断理由 必要性
妥当性

有効性
適格性

効率的
経済性

かけたコストに対し⼗分な成果があるか ある

評価結果

大規模災害時における減災への取り組みとして、防災リー
ダーの育成は大変有効であると考えられるため。

中間・最終年度
の 講 評

地域における共助の推進役となる人材育成は必要である。

今 後 の
方 向 性

今後は、他の事業との統廃合も含め、女性の防災人材の育成や、地域の中でのリー
ダー活動をより具体的に実践できる人材を育成できるよう、事業の再構築を検討する
必要がある。

３ 効率性・経済性

類似事業との統合

目的・対象が類似する事務事業はないか ある

実施工程やコストに改善の余地がないか ある

地域社会やその他住⺠への波及効果があるか ある
判断理由
地域ごとに特有の防災上の課題を捉え、コミュニティの中
で率先して行動することのできる人材を育成していく必要
がある。
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平成２９年度　事務事業評価シート

施 策 412

事務事業

指 標 単 位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 40 42 44 46

実績 40

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 48 50 52 54 56 58

実績

指 標 単 位 回

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 7 7 9 9

実績 9

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 11 11 13 13 15 15

実績

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

604

H35 H36 H37

地域で連携し、さまざまな災害に対する防災⾏動⼒を⾼める  部内優先順位

災害復興対策事業事務 10

事業概要
　大規模災害による被災を受けた場合に速やかな「暮らしの復興」を
円滑に推進するため、地域協働復興の事前対策について、区民等への
周知及び専門家との連携を図り、復興支援体制の整備を行う。

主管課・係（担当）
防災課防災係

03-5608-6206

施策への
関 連 性

区民等へ復興の事前対策の啓発をしていくとともに、専門家との連携を確保していくこと
で、墨田区全体として災害に対する備えを充実させていく。

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）
大規模災害による被災を受けた場合に速やかな「暮らしの復興」を円滑に推進するため、区
が専門家との連携や支援組織が復興に関する事前研究を行うことができる態勢を整備する必
要がある。

有効性・
適格性

手 段 に
対する指標
(活動指標)

災害復興支援組織登録者数

58 37

指標の選定理由及び目標値の理由

より多くの専門家と連携を図ることにより、幅広い活動及び事前研究等を行うことができる
ため、指標として選定をした。また、近年の新規登録者数を勘案し、上記を目標値とした。

目 的 に
対する指標
(成果指標)

災害復興支援組織の活動回数

15 37

指標の選定理由及び目標値の理由

災害復興支援組織の活動が多く行われることにより、区の復興支援体制の充実につながるた
め、指標として選定をした。また、近年の活動回数を勘案し、上記を目標値とした。

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
  横ばいである。



5 4 5 4

１ 必要性・妥当性
区⺠ニーズの有無 ある

代替可能性の有無 ない

区が実施すべき強い理由があるか ある
判断理由
大規模災害時に、スムーズな復興の道筋を図る必要から、
復興支援組織への支援に対する区民ニーズは高いと考えら
れる。

２ 有効性・適格性
事業の目的が施策に合致しているか 合致している

指標は目標値を満たしているか 活動指標のみ満たしている

判断理由 必要性
妥当性

有効性
適格性

効率的
経済性

かけたコストに対し十分な成果があるか ある

評価結果
大規模災害時に、スムーズな復興の道筋を図る必要から、
例えば罹災発行業務への支援等、より専門家の知識と経験
を生かした具体的な事業運営を検討していく必要がある。

中間・最終年度
の 講 評

個々の専門家の知識と経験を、組織内のそれぞれの専門家の連携により生かすことが
できる本組織の活動を平常時から支援することは、大規模災害時にスムースな復興を
図るためにも必要である。

今 後 の
方 向 性

専門家の専門性を最大限に発揮できるよう、本組織の活動対象となる復興業務の絞り
込みを行う必要がある。

３ 効率性・経済性

改善・⾒直しの上継続

目的・対象が類似する事務事業はないか ない

実施工程やコストに改善の余地がないか ない

地域社会やその他住⺠への波及効果があるか ある
判断理由

復興支援組織の活動のため、最低限必要な助成としてお
り、コスト削減は難しいと考えられるため。
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平成２９年度　補助金評価シート

補 助 ⾦
名 称
根拠法令

単 位 人

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 40 42 44 46

実績 40

H32 H33 H34 H35 H36 H37
48 50 52 54 56 58

単 位 回

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 7 7 9 9

実績 9

H32 H33 H34 H35 H36 H37
11 11 13 13 15 15

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34
604

H35 H36 H37

墨田区復興支援組織活動助成金 主管課・係（担当）

墨田区災害復興支援組織設置要綱に基づく単行決裁 防災課防災係

事業概要
　大規模災害による被災を受けた場合に速やかな「暮らしの復興」を円滑
に推進するため、地域協働復興の事前対策について、区民等への周知及び
専門家との連携を図り、復興支援体制の整備を行う。

03-5608-6206

事業の終期

平成37年

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）

大規模災害による被災を受けた場合に速やかな「暮らしの復興」を円滑に推進するため、区が専門家との
連携や支援組織が復興に関する事前研究を行うことができる態勢を整備する必要がある。

指 標 災害復興支援組織の活動回数

最終⽬標値

15

手 段 に
対する指標
(活動指標)

指 標 災害復興支援組織登録者数

最終⽬標値

58 37

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
横ばいである。

施策への
関 連 性

区民等へ復興の事前対策の啓発をしていくとともに、専門家との連携を確保していくことで、
墨田区全体として災害に対する備えを充実させていく。

37

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由
災害復興支援組織の活動が多く行われることにより、区の復興支援体制の充実につ
ながるため、指標として選定をした。また、近年の活動回数を勘案し、上記を目標
値とした。

有効性・
適格性

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由
より多くの専門家と連携を図ることにより、幅広い活動及び事前研究等を行うこと
ができるため、指標として選定をした。また、近年の新規登録者数を勘案し、上記
を目標値とした。

⽬ 的 に
対する指標
(成果指標)



ある している
している している

認められる する

している

なっている されている

適切である 合致している

該当なし ある

されていない 明確

なっている 不明確

ない ある
煩雑ではない

適切である

区⺠ニーズに即しており、公益上必要と認めら
れるか

個⼈利益に対する利益に留まらず適切な対象
範囲に波及するか

区の施策⽬標の実現に寄与しているか

判断理由

１ 必要性・妥当性 5
区が実施する理由があるか ⽬的が政策上の位置付けと整合しているか

⽬的・内容等が社会経済情勢に合致しているか 不特定多数の利益の増進に寄与するか

大規模災害時に、スムーズな復興の道筋とする必要がある。そのため、復興支援組織への支援により、平
常時から十分に備えておくことが必要であると考えられるため。

２ 有効性・適格性 4
経費、補助額の算定根拠が明確になっているか

交付機会の公平性や負担の公平性が確保され
ているか

区が負担する割合として適切か 補助団体の活動内容が⽬的と合致しているか

大規模災害時に、スムーズな復興の道筋とする必要がある。そのため、復興支援組織への支援により、平
常時から十分に備えておくことが有効であると考えられる。ただし、具体的な成果は不明確な面がある。

３ 効率性・経済性 5
類似する補助事業がないか 地域社会や区⺠等へ波及効果があるか

任意団体に対する補助の場合、⾃⽴化を促進す
るものであるか

補助⽬的及び⾦額に⾒合う実績等の効果があるか

補助⽬的が既に達成されていないか ⽬標及び⾒込まれる効果が明確か
団体等が⾃らの財源で賄う範囲と区の支援範囲
が明確となっているか

効果測定の具体的な⽬標・指標が明確か

判断理由

【評価結果】

改善・⾒直し

中 間 ・ 最 終
年 度 の 講 評

専門家による復興支援組織の活動のため、最低限必要な助成となってい
る。

今 後 の
方 向 性

専門家の専門性を最大限に発揮しつつ、本区の行政需要にも合致する施策
展開が必要である。

手続が過度に煩雑でないか 個⼈の経済的負担軽減の場合、実質的公平性
を考慮しているか

している
⽬的に対する区の負担割合が適切か

判断理由

復興支援組織の活動のため、最低限必要な助成としているため。
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平成２９年度　事務事業評価シート

施 策 412

事務事業

指 標 単 位 ％

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 69 100 - -

実績 69 - -

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 - - - - - -

実績 - - - - - -

指 標 単 位 ％

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 100 100 - -

実績 97 - -

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 - - - - - -

実績 - - - - - -

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

6,555

H35 H36 H37

地域で連携し、さまざまな災害に対する防災⾏動⼒を⾼める  部内優先順位

女性の防災行動力育成事業 11

事業概要

平成26年度に開催した「女性の防災対策懇談会」において、これまで
の区の防災対策の取り組みについて検証し、そこから出た課題を踏ま
え、課題解決に向けた議論を行った。懇談会から出た、女性や要配慮
者に配慮した備蓄物資の整備・充実を図っていく(平成２９年度で物資
配備計画は終了)。

主管課・係（担当）
防災課防災係

03-5608-6206

施策への
関 連 性

発災後の避難所生活期に必要な備蓄物資とともに、女性や要配慮者に配慮した備蓄物資を区
が配備することで、発災後において、要配慮者や女性が安心して避難所生活を送ることがで
きる。

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ
墨田区住民意識調査「5-4防災対策についての要望」にて、「応急物資の確保」が27.7%と3番
目に高い数値となっている。東日本大震災発生時における避難所運営において、女性や要配
慮者に配慮した備蓄物資の不足が明らかになっており、必要な物資の計画的配備に対する区
民ニーズは、極めて高い。
代替可能性の状況（区が実施する必要性等）

平成26年度の女性の防災対策懇談会や当区におけるニーズ等を踏まえた備蓄物資の整備が必
要となるため、全般的な委託等の代替は考えにくい。

有効性・
適格性

手 段 に
対する指標
(活動指標)

女性・要配慮者対策物資配備計画率

100 29

指標の選定理由及び目標値の理由
平成28年度に実施した墨田区住民意識調査において、防災対策の要望として「避難所の確
保・運営」が40.8％と一番多い内容であり、区民のニーズが高いといえる。この要望を受
け、避難所生活の改善等を検討する必要があるため、指標とする。

目 的 に
対する指標
(成果指標)

女性・要配慮者対策物資配備率

100 29

指標の選定理由及び目標値の理由
避難所生活期において、要配慮者及び女性のために必要な物資の中には、衛生用品や生活必
需品のほかに、防犯や要配慮者への配慮も考慮した夜間時の照明の確保等も必要となるた
め、ソーラーライトの配備数を指標とした。

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
増減は特にない。



5 5 5 5

１ 必要性・妥当性
区⺠ニーズの有無 ある

代替可能性の有無 ない

区が実施すべき強い理由があるか ある
判断理由

東日本大震災発生時からも、避難所における要配慮者等に
配慮した物資の備蓄の必要性は高いと考えられるため。

２ 有効性・適格性
事業の目的が施策に合致しているか 合致している

指標は目標値を満たしているか 満たしている

判断理由 必要性
妥当性

有効性
適格性

効率的
経済性

かけたコストに対し十分な成果があるか ある

評価結果

避難所における要配慮者に配慮した物資の備蓄は、避難所
運営上からも有効であり、適格であると考えられるため。

中間・最終年度
の 講 評

避難所における要配慮者に配慮した物資の備蓄は、避難所運営上からも必要である。

今 後 の
方 向 性

本年度実施されている都における女性防災に関する検討状況の動向にも注視する必要
がある。

３ 効率性・経済性

現状維持の上継続

目的・対象が類似する事務事業はないか ない

実施工程やコストに改善の余地がないか ない

地域社会やその他住⺠への波及効果があるか ある
判断理由

配備物資の購入は、計画的に競争入札により購入している
ため。
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平成２９年度　事務事業評価シート

施 策 412

事務事業

指 標 単 位 回

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 169 169 169 169

実績 128

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 169 169 169 169 169 169

実績

指 標 単 位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
目標 22,000 22,000 22,000 22,000

実績 20,100

H32 H33 H34 H35 H36 H37
目標 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000 22,000

実績

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34

17,900

H35 H36 H37

有効性・
適格性

手 段 に
対する指標
(活動指標)

区民防災訓練開催回数

169 37

指標の選定理由及び目標値の理由

全町会・自治会が、年に一度防災訓練を実施することを継続目標とする。

目 的 に
対する指標
(成果指標)

区民防災訓練参加者数

22,000 37

指標の選定理由及び目標値の理由

より多くの区民が防災訓練に参加することを目的とし、現状参加者数より微増の22,000人を
目標とする。

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
  町会・自治会が増えることで、助成対象が
増えるため、支出が増える。

施策への
関 連 性

町会・自治会が単独、又は合同で防災訓練を実施することで、地域間の防災力が養われる。

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

住民意識調査（平成28年度）において、「参加意向のある防災訓練」との設問に「地域で行
う○○訓練」が上位4位を占めた。これらのことから、区民防災訓練に対するニーズは高いと
言える。

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）

町会・自治会が自立的な運営をすることが望ましいが、訓練資器材の購入費や訓練経費の捻
出を考えると、区の支援は欠かせないと考えられる。

地域で連携し、さまざまな災害に対する防災⾏動⼒を⾼める  部内優先順位

区民防災訓練 12

事業概要
町会・自治会に対し、防災訓練の相談対応、資器材貸出、助成金の支
出等を実施することで、区民の災害時に対する即応力・自衛力を高め
る。

主管課・係（担当）
防災課防災係

03-5608-6206



5 4 4 4

評価結果

区民防災訓練参加者数が伸び悩んでいるため。

中間・最終年度
の 講 評

自助と共助による防災対策を多くの区民の行動に結び付けるため、訓練内容の改善・
見直しを行いつつ活性化を図る必要がある。

今 後 の
方 向 性

訓練メニューの公開、訓練計画策定にあたっての相談対応を充実させるほか、インセ
ンティブに結び付く補助金制度の見直しも検討する必要がある。

３ 効率性・経済性

改善・⾒直しの上継続

目的・対象が類似する事務事業はないか ない

実施工程やコストに改善の余地がないか ある

地域社会やその他住⺠への波及効果があるか ある
判断理由

区民防災訓練助成等の補助金については、訓練の活性化を
図るためにも、一定の見直しが必要と考えられる。

判断理由 必要性
妥当性

有効性
適格性

効率的
経済性

かけたコストに対し十分な成果があるか ある

１ 必要性・妥当性
区⺠ニーズの有無 ある

代替可能性の有無 ない

区が実施すべき強い理由があるか ある
判断理由
自助・共助による災害時のスムーズな対応を実践的に身に
付けるため、区民防災訓練の実施は不可欠と考えられるた
め。

２ 有効性・適格性
事業の目的が施策に合致しているか 合致している

指標は目標値を満たしているか 満たしていない
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平成２９年度　補助金評価シート

補 助 ⾦
名 称
根拠法令

単 位 回

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 169 169 169 169

実績 128

H32 H33 H34 H35 H36 H37
169 169 169 169 169 169

単 位 人

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 16,000 16,000 16,000 16,000

実績 15,080

H32 H33 H34 H35 H36 H37
16,000 16,000 16,000 16,000 16,000 16,000

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34
17,565

H35 H36 H37

墨田区区民防災訓練助成金 主管課・係（担当）

墨田区区民防災訓練助成金交付要綱 防災課防災係

事業概要 町会・自治会が行う防災訓練を支援することで、区民の災害時に対する即
応力・自衛力を高める。

03-5608-6206

事業の終期

平成37年

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

住民意識調査（平成28年度）において、「参加意向のある防災訓練」との設問に「地域で行う○○訓練」
が上位4位を占めた。これらのことから、区民防災訓練に対するニーズは高いと言える。

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）

町会・自治会が自立的な運営をすることが望ましいが、訓練資器材の購入費や訓練経費の捻出を考えると
区の支援は欠かせないと考えられる。

指 標 区民防災訓練参加者数

最終⽬標値

16000

手 段 に
対する指標
(活動指標)

指 標 区民防災訓練開催回数

最終⽬標値

169 37

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
町会・自治会が増えることで、助成対象が増
えるため、支出が増える。

施策への
関 連 性 町会・自治会が防災訓練を実施することで、地域間の防災力が養われる。

37

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由

訓練内容を充実させることで、区民訓練１件あたりの参加者数を増加させ、効果を
高める。

有効性・
適格性

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由

全町会・自治会が、年に一度防災訓練を実施することを継続目標とする。
なお、平成28年度実績は、記入日現在に訓練の実施報告があった数とする。

⽬ 的 に
対する指標
(成果指標)



ある している
している している

認められる する

している

なっている されている

適切である 合致している

該当なし ある

されていない 明確

なっている 明確

ない ある
煩雑ではない

適切である

区⺠ニーズに即しており、公益上必要と認めら
れるか

個⼈利益に対する利益に留まらず適切な対象
範囲に波及するか

区の施策⽬標の実現に寄与しているか

判断理由

１ 必要性・妥当性 5
区が実施する理由があるか ⽬的が政策上の位置付けと整合しているか

⽬的・内容等が社会経済情勢に合致しているか 不特定多数の利益の増進に寄与するか

区民防災訓練の実施は、区民の防災対策の基本であり、区が実施助成をすることは必須であると考えられ
るため。

２ 有効性・適格性 5
経費、補助額の算定根拠が明確になっているか

交付機会の公平性や負担の公平性が確保され
ているか

区が負担する割合として適切か 補助団体の活動内容が⽬的と合致しているか

区民防災訓練の実施により、多くの区民が防災対策を学ぶ機会に接し、また備えにつながっていると考え
られることから、助成金の交付は有効であると考えられるため。

３ 効率性・経済性 5
類似する補助事業がないか 地域社会や区⺠等へ波及効果があるか

任意団体に対する補助の場合、⾃⽴化を促進す
るものであるか

補助⽬的及び⾦額に⾒合う実績等の効果があるか

補助⽬的が既に達成されていないか ⽬標及び⾒込まれる効果が明確か
団体等が⾃らの財源で賄う範囲と区の支援範囲
が明確となっているか

効果測定の具体的な⽬標・指標が明確か

判断理由

【評価結果】

現状維持・拡充

中 間 ・ 最 終
年 度 の 講 評

区民防災訓練の実施により、多くの区民が防災対策を学ぶ機会に接し、ま
た備えにつながっていると考えられるため、助成金の交付は必要であると
考えられる。

今 後 の
方 向 性

訓練の活性化に結び付く様々な支援策を検討する必要がある。一方、他の
防災関連補助金との整合性を踏まえ、内容検討する必要がある。

手続が過度に煩雑でないか 個⼈の経済的負担軽減の場合、実質的公平性
を考慮しているか

該当なし
⽬的に対する区の負担割合が適切か

判断理由

それぞれの町会が創意工夫により、最低限の費用により区民訓練を実施していると考えられるため。
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平成２９年度　補助金評価シート

補 助 ⾦
名 称
根拠法令

単 位 回

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 25 25 25 27

実績 22

H32 H33 H34 H35 H36 H37
27 27 29 29 29 30

単 位 人

⽬標年度 基準年(H28) H29 H30 H31
⽬標 5,250 5,480 5,710

実績 5,020

H32 H33 H34 H35 H36 H37
5,940 6,170 6,400 6,630 6,860 7,000

H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34
2,490

H35 H36 H37

墨田区合同区民防災訓練助成金 主管課・係（担当）

墨田区合同区民防災訓練助成金交付要綱 防災課防災係

事業概要 複数の町会・自治会が行う防災訓練を支援することで、区民の災害時に対
する即応力・自衛力を高める。

03-5608-6206

事業の終期

平成37年

必要性・
妥当性

区⺠のニーズ

住民意識調査（平成28年度）において、「参加意向のある防災訓練」との設問に「地域で行う○○訓練」
が上位4位を占めた。これらのことから、区民防災訓練に対するニーズは高いと言える。

代替可能性の状況（区が実施する必要性等）

町会・自治会が自立的な運営をすることが望ましいが、資器材の購入費や訓練経費の捻出を考えると区の
支援は欠かせないと考えられる。

指 標 区民防災訓練参加者数

最終⽬標値

7,000

手 段 に
対する指標
(活動指標)

指 標 合同防災訓練

最終⽬標値

30 37

財 政 面
〔決算額〕
(単位：千円)

〔予算の傾向〕
町会・自治会が増えることで、助成対象が増
えるため、支出が増える。

施策への
関 連 性 町会・自治会間で防災訓練を実施することで、地域間の防災力が養われる。

37

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由

より多くの区民を防災訓練に参加させることで本事業の目的を達成させる。

有効性・
適格性

⽬標
実績

指標の選定理由及び⽬標値の理由

合同防災訓練実績数を増加させることで本事業の目的を達成させる。
なお、平成28年度実績は、記入日現在までに報告を受けた町会・自治会分とする。

⽬ 的 に
対する指標
(成果指標)



ある している
している している

認められる する

している

なっている されていない

適切である 合致している

該当なし ある

されていない 明確

なっている 明確

ない ある
煩雑ではない

適切である

区⺠ニーズに即しており、公益上必要と認めら
れるか

個⼈利益に対する利益に留まらず適切な対象
範囲に波及するか

区の施策⽬標の実現に寄与しているか

判断理由

１ 必要性・妥当性 5
区が実施する理由があるか ⽬的が政策上の位置付けと整合しているか

⽬的・内容等が社会経済情勢に合致しているか 不特定多数の利益の増進に寄与するか

合同訓練によるスケールメリットを活かした訓練内容とすることができるものと考えられるため。

２ 有効性・適格性 4
経費、補助額の算定根拠が明確になっているか

交付機会の公平性や負担の公平性が確保され
ているか

区が負担する割合として適切か 補助団体の活動内容が⽬的と合致しているか

区民防災訓練助成と合同防災訓練助成の併給について、明確な基準がないため。

３ 効率性・経済性 5
類似する補助事業がないか 地域社会や区⺠等へ波及効果があるか

任意団体に対する補助の場合、⾃⽴化を促進す
るものであるか

補助⽬的及び⾦額に⾒合う実績等の効果があるか

補助⽬的が既に達成されていないか ⽬標及び⾒込まれる効果が明確か
団体等が⾃らの財源で賄う範囲と区の支援範囲
が明確となっているか

効果測定の具体的な⽬標・指標が明確か

判断理由

【評価結果】

改善・⾒直し

中 間 ・ 最 終
年 度 の 講 評

合同訓練によるスケールメリットを活かした訓練内容とすることができる
ため、必要な事業である。

今 後 の
方 向 性

町会・自治会が自立的な運営をすることが望ましいが、資器材の購入費や
訓練経費の捻出を考えると今後も区の支援は欠かせないと考えられる。一
方、他の防災関連補助金との整合性を踏まえ、内容検討する必要がある。

手続が過度に煩雑でないか 個⼈の経済的負担軽減の場合、実質的公平性
を考慮しているか

該当なし
⽬的に対する区の負担割合が適切か

判断理由

合同訓練によるスケールメリットを活かした訓練内容とすることができるものと考えられるため。
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